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要旨：鉄筋コンクリート柱部材の地震時水平復元力特性に及ぼすひずみ速度の影響を把握す

るために，載荷速度（動的, 静的），せん断スパン比（1.2，1.8）及び軸力比（0.1, 0.3, 0.3±

0.2）を実験変数とした逆対称載荷実験を行なった。動的載荷波形は，最大部材角速度

0.1rad/sec の漸増正弦波とし，静的載荷では時間軸を 1000 倍して入力した。実験の結果，曲

げ降伏した試験体では曲げ降伏強度が 6.9~9.5%，せん断破壊した試験体では最大強度が

11.3%上昇した。また，等価粘性減衰定数は小振幅領域で動的載荷の方が静的載荷より大き

な値を示した。なお，破壊形式については静的載荷と動的載荷で差異はなかった。 
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1. はじめに 

鉄筋コンクリート柱部材に及ぼすひずみ速度

の影響に関しては，曲げ降伏強度や最大強度が

上昇することが既往の研究で明らかになってい

る例えば 1）。しかし，破壊形式や変形能力およびエ

ネルギー吸収能力に及ぼす影響等については，

既往研究間で評価が分かれる部分があり，共通

認識を得るに至っていない。 

そこで，上記諸特性に及ぼすひずみ速度の影

響を把握するために，鉄筋コンクリート柱部材

を対象とした逆対称載荷による動的及び静的載

荷実験を行なった。 

2. 実験概要 

2.1 試験体 

試験体の諸元，使用材料の力学的性質を表－

１に，試験体の形状及び配筋を図－１に示す。 

試験体は，試験区間の両端に加力スタブを有

する縮尺 1/3 の柱模型 8 体である。試験体の断面

(250×250mm)及び配筋(8-D13, 2-D6@50)は全試

験体で共通である。D-1, D-2, D-3, D-4 試験体は

動的載荷とし，S-1, S-2, S-3, S-4 試験体は静的載

荷とした。実験変数は，載荷速度(動的, 静的)，

せん断スパン比(1.2, 1.8)及び軸力比(0.1, 0.3, 0.3

±0.2)であり，動的載荷と静的載荷を一対として
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表－１ 試験体諸元及び材料特性 
 D-1 S-1 D-2 S-2 D-3 S-3 D-4 S-4 

断面 (mm×mm) 共通 250×250 (幅×せい) 
主筋 (σy:N/mm2) 共通 8-D13, SD345 (390.6), Pg=1.62% 
横補強筋 (σwy:N/mm2) 共通 2-D6@50, SD295 (399.9), Pw=0.51% 
せん断スパン比 1.8 1.8 1.2 1.8 
軸力比 N/bDFc *1 0.1 0.3 0.3 0.3±0.2 
コンクリート強度(N/mm2) 29.6 29.4 29.7 29.9 30.7 31.3 30.9 31.4 
ヤング係数(×103N/mm2) 26.2 27.4 27.2 27.6 27.5 26.7 27.0 27.8 
曲げ降伏強度計算値(kN)*2 123 164 246 174 
せん断強度計算値(kN)*3 158 158 158 158 
せん断余裕度

*4 1.37 1.00 0.67 0.96 
*1 Fc =27.2N/mm2として計算。軸力比 0.1 では 170kN, 軸力比 0.3 では 510kN とした。*2 ファイバー解析による。*3 文献 2 に

よるせん断強度    *4 せん断余裕度＝（文献 2 による Rp=0.01 とした時のせん断強度）/（曲げ降伏強度計算値） 
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他の条件を設定した。 

2.2 加力方法 

載荷装置を図－２に示す。加力フレームの内

側に設置したスライド装置に試験体を固定し，

所定の軸力を導入した後，動的水平アクチュエ

ータにより繰返し水平変位を加えた。水平アク

チュエータの制御は，水平スライド装置と試験

体上部の加力ブロック間の相対水平変位により

行なった。また，鉛直方向にも動的アクチュエ

ータを用い，軸力を動的に制御した。 

載荷波形は図－３に示す様な漸増正弦波を原

則とし必要に応じて加力ステップを増加した。 

一次振動モードが卓越し，且つ，各層の重量

が等しい 6層(階高 3.3m, 高さ 20m)の建物を想定

した。部材角速度は，以下の算定法により求め

た。50kine に基準化した EL Centro 波及び Taft

波の加速度は，500gal 程度であり，梅村スペク

トル 3)を参考にすると，Sv=144cm/sec となる。

また，この建物の一次の刺激係数βは，β=3/(2n+1) 

(n:階数)であるから，層間変形速度は 33.2cm/sec

となる。従って，実験での部材角速度を 0.1rad/sec

とした。また，想定建物の固有周期を 0.4 秒とし，

部材角振幅 R=1/800, 1/400, 1/200, 1/100 では，載

荷周波数を 2.5Hz 一定とし，以後，速度振幅一

定となるように周波数を低減させるものとし，

R=1/50 では 1.2Hz，R=1/25 では 0.6Hz，R=1/16

では 0.4Hz とした。載荷の途中でひび割れ観察

及び写真撮影等を行なうために，載荷波形を 4~6

つに分割して実験を行なった。各載荷の開始と

共に，停止しているアクチュエータが急激に動

きだすが，載荷の開始直後から安定した速度で

加力することは困難である。そこで，安定した

速度で載荷するために，試験体が未経験振幅で

の載荷を行なう直前に，過去に経験したことの

ある最大振幅による載荷を 1 サイクルだけ補助

の載荷として行なった。そのため，補助の載荷

を含めて，同一振幅での繰返しは 3 回となる。 

D-4 と S-4 試験体では，以下に示す計算法によ

り，図－４に示す変動軸力の時刻歴を作成し，

変動軸力実験を行なった。一次振動モードが卓

越すると想定した場合，梁降伏先行型の骨組み

では，層の復元力特性に梁の復元力特性が反映

される。外柱の軸力変動は梁のせん断力に起因

図－１ 試験体形状及び配筋 

 
図－２ 載荷装置図 
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するものなので，柱軸力の変動分と水平変形の

関係は層の復元力特性と相似となり，図－５の

様な Clough モデル 4)で表されるものとし，軸力

比 0.1～0.5 の間で変動させた。また，水平正方

向載荷時に軸力を減少させる方向へ，水平負方

向載荷時に軸力を増加させる方向へ変動させた。 

実験は，動的載荷実験を先に実施し，得られ

た水平変位および軸力の計測データの時間軸を

1000 倍した波形を作成し，対応する静的載荷実

験用の入力波とした。これにより，一対の動的

載荷と静的載荷で，載荷条件を高い精度で一致

させることができた。 

試験体に作用する水平力及び軸力は，上部に

取付けた４基の分力計により検出した。データ

の取込みには，A/D 変換器付き PC 及び動ひずみ

測定器を用い，サンプリング周波数は，動的載

荷で 500Hz，静的載荷で 1.0Hz とした。 

 

3. 実験結果 

3.1 実験の精度 

動的載荷時の載荷速度の実験値と設定値の比

を図－６に示す。載荷は正弦波であるので，各

載荷の連続する正負の振幅値のピークを結んだ

傾きを載荷速度と定義した。部材角振幅 R=1/800

及び 1/400 の載荷の実験値は，設定した載荷速度

の 80~90%程度であるが，R=1/100 以降の載荷の

実験値は，設定した載荷速度が得られている。 

一定軸力を想定した D-1, D-2, D-3 試験体では，

動的アクチュエータにより軸力を動的に制御す

ることにより，±30kN 程度の軸力変動（軸力比

換算で約±0.018の変動）に留めることができた。

また，変動軸力試験体 D-4 でも軸力の設定値と

実験値は，両者が良く一致した。今回，軸力の

制御に動的アクチュエータを使用することで，

高精度な軸力の制御を実現することができた。 

3.2 破壊形式 

曲げ破壊を生じた D-2 及び S-2 試験体の

R=1/25rad 載荷後の状況を写真－1 に示す。D-3, 

S-3 以外の試験体では，ほぼ同様に，上下端の曲

げ破壊が観察されており，動的載荷と静的載荷

で破壊状況に顕著な差は認められなかった。 

以下，代表的な曲げ破壊を生じた D-2 試験体

の破壊経過を述べる。部材角 R=1/400 の載荷で

試験体危険断面部分に曲げひび割れが発生した。

R=1/100 の載荷ではせん断ひび割れが発生し，主

筋の降伏が確認された。R=1/50 の載荷では試験

体隅角部のコンクリートが剥落し，試験体の主

筋に沿って付着割裂ひび割れが発生した。

R=1/25 の載荷で，試験体隅角部において大規模

なコンクリート剥落が見られ，R=1/16 の載荷で，

横補強筋の 135 度フックが開き，崩壊に至った。 
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一方，せん断スパンの小さい D-3 及び S-3 試

験体では，いずれも R=1/100 の載荷近傍におい

てせん断ひび割れの発生とともに急激な耐力低

下が見られ，R=1/50 の載荷では試験区間の中央

部分において，コンクリートの剥落が見られた。

さらに，R=1/25 の載荷では横補強筋の 135 度フ

ックが開き，軸力を保持できなくなり崩壊に至

った。この場合も，動的載荷と静的載荷で破壊

状況に差は見られなかった。 

3.3 荷重－変形関係 

実験結果の一覧を表－２に，各試験体の荷重

－変形関係を図－７に示す。 

動的載荷試験体と対応した静的載荷試験体に

ついて正負の曲げ降伏強度を平均して比較する

と D-1 試験体では 6.9%，D-2 試験体では 8.8%，

D-4 試験体では 9.5%それぞれ静的試験体よりも

上昇している。また，せん断破壊した D-3 試験

体では，最大強度の正負の平均値を比較すると

対応する静的試験体より 11.3%上昇している。 

静的載荷では，軸力比が 0.1 から 0.3 に増加す

ると曲げ降伏強度も 30.0%上昇した。動的載荷で

も，軸力比が 0.1 から 0.3 に増加すると 30.8%上

昇しており，軸力の増加による，曲げ降伏強度

の上昇は，静的載荷と動的載荷で同等であった。 

曲げ降伏が先行した試験体の履歴ループは，

R=1/25 程度の大振幅に至るまで概ね紡錘形であ

り，動的載荷と静的載荷でループ形状に大きな

差は見られない。また，せん断破壊した D-3 と

S-3 試験体の履歴特性にも差異は認められない。 

各試験体の水平荷重が最大強度の 80%に低下

した時の部材角を最大変形角と定義し，表－２

に示す。これによると，動的載荷と静的載荷で

最大変形角に明瞭な差は認められない。 

図－７中の●は，試験体の軸崩壊点（軸力保

持能力の喪失時）を示している。大半の試験体

では，静的と動的で同一加力サイクルにおいて

軸崩壊しており，軸崩壊限界変位に及ぼす載荷

速度の影響は認められない。なお，軸崩壊時の

圧縮軸変形は，材長の 0.87~1.1％程度であった。 

4. 考察 

4.1 曲げ降伏強度の上昇率 

曲げ降伏した試験体の降伏強度に及ぼすひず

み速度の影響を評価するために，試験体危険断

面位置での主筋のひずみ速度を実験結果から求

めた。この結果，主筋が降伏する加力サイクル

の荷重ゼロから鉄筋が降伏するまでの平均ひず

み速度は，2.86~4.29×104μ/sec であった。 

次に，既往の定ひずみ速度実験におけるひず

み速度と降伏点強度の関係式 5）（1）式を用いて，

実験で得られた主筋のひずみ速度から，動的載

荷における主筋の降伏強度を求めた。 
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log05.09.0  (1) 

ここに，dσy：動的な降伏点応力度，sσy：静的

な降伏点応力度，ε：ひずみ速度(μ/sec)である。

この結果，動的載荷による主筋の降伏点強度の

上昇率は，13.0~13.2％と算定された。 

次に，(1)式より得られた降伏点強度を用いて

危険断面のファイバー解析を行ない，曲げ降伏

表－２ 実験結果一覧 
 D-1 S-1 D-2 S-2 D-3 S-3 D-4 S-4 
初期剛性(kN/mm)*1 77.9 75.1 87.7 84.1 212.6 205.3 84.1 80.0 
曲げ降伏強度(kN) 145 136 193 177 － － 187 170 
曲げ降伏変形(rad) 1/68 1/68 1/128 1/109 － － 1/105 1/89 
最大強度(kN) 148 137 193 179 271 244 191 173 
最大強度時変形(rad) 1/43 1/30 1/123 1/74 1/119 1/108 1/56 1/54 
最大変形角(rad.)*2 1/24 1/17 1/26 1/25 1/50 1/56 1/34 1/34 
破壊モード

*3 F F F F S S F F 
*1 曲げひび割れ強度計算値の 1/2 以下における荷重－変形関係の近似直線 *2 最大耐力の 80％に低下した点 *3 F：曲げ破

壊，S：せん断破壊 表－３ ひずみ速度を考慮した曲げ降伏強度 

 S-1 S-2 D-1 D-2 
計算値(kN) 123 159 135 170 
実験値(kN) 136 177 145 193 

実験値/計算値(%) 110 111 108 113 

･
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強度を算定した（表－３）。その結果，ひずみ速

度の影響を考慮した曲げ降伏強度は，実験値の

108, 113%となった。静的載荷時の計算値は，実

験値の 110, 111%であり，ひずみ速度の影響を考

慮することによって，静的載荷と同じ程度の精

度で実験値を推定することができた。 

4.2 せん断破壊強度の上昇率 

せん断破壊した試験体のせん断強度に及ぼす

ひずみ速度の影響を評価するために，動的載荷

時の主筋，横補強筋，コンクリートの材料強度

を求める。せん断破壊した 1/100 の載荷において，

荷重ゼロから荷重最大値に達するまでの横補強

筋の平均ひずみ速度は，8×103μ/sec であった。

(1)式よりせん断破壊時の横補強筋の上昇率は，

9.6％である。また，動的載荷時のコンクリート

に作用するひずみ速度は，文献 1 を参考にして，

   

   

   

   
図－７ 荷重－変形関係 
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主筋と同じであると仮定すると，1.24×104μ/sec

である。既往のコンクリート強度とひずみ速度

の関係 5)(2)式からコンクリート強度を求めた。 
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log06.094.0  (2) 

ここに，dσB：動的な圧縮強度，sσB：静的な

圧縮強度，ε：ひずみ速度(μ/sec)である。(2)式

より，せん断破壊時のコンクリート強度の上昇

は，18.6%である。上昇した材料強度を用いて文

献 2 によりせん断強度を求める。その結果，ひ

ずみ速度を考慮することにより，せん断強度計

算値は，12.2%の上昇となり，実験での動的載荷

による上昇の 11.0%と良く対応している。 

4.3 等価粘性減衰定数 

D-2及びS-2試験体の等価粘性減衰定数と部材

角の関係を図－８に示す。両試験体とも部材角

R=1/200 程度では 5%程度の値を示すが，その後，

部材角の増大に伴って等価粘性減衰定数が上昇

し，R=1/25 では 20%に達した。 

対応する動的載荷と静的載荷の等価粘性減衰

定数（同一振幅 3 サイクルの平均値）の比と部

材角の関係を図－９に示す。R=1/400 又は，1/200

の小振幅では動的載荷時の方が静的載荷より大

きな値を示す。しかし，動的載荷と静的載荷の

差は，部材角の増加とともに減少し，曲げ降伏

後の R=1/50 以降では動的載荷と静的載荷の差が

見られなくなる。 

 

5. 結論 

軸力と逆対称曲げを受ける鉄筋コンクリート

造柱部材に対する動的載荷（最大部材角速度

0.1rad/sec 程度）並びに静的載荷実験（動的載荷

速度の 1/1000）を行ない，以下の結論を得た。 

(1) 今回行なった実験の範囲では，同一せん断

スパン比・同一軸力条件下では，動的載荷

と静的載荷で破壊形式に大きな差は生じ

なかった。 

(2) 動的載荷により，曲げ降伏強度は静的載荷

の場合よりも 6.9~9.5%上昇した。また，せ

ん断破壊強度は 11.3%上昇した。 

(3) 最大変形角の定義を試験体の水平荷重が

最大強度の 80%に低下した時の部材角と

すると，動的及び静的で差異は見られない。 

(4) 部材角振幅 1/100 以下の小振幅時の等価粘

性減衰定数は，動的載荷した試験体の方が

静的載荷試験体よりも大きくなる傾向が

認められた。一方，大振幅時には動的載荷

と静的載荷で顕著な差は見られなかった。 

(5) 動的載荷時の曲げ降伏強度及びせん断強

度は，ひずみ速度に関する既往の式により

推測した材料の力学的性質を用いること

によって，推定することができる。 

本研究は，文部科学省が推進している「大都

市大震災低減化特別プロジェクト」の一環とし

て行なったものである。 
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図－８ 等価粘性減衰定数 
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